
新型コロナウイルス感染拡大に伴う緊急事態宣言 
全国の飲食店へ実態調査 

77.4%が時短営業要請に従う意向 

飲食・フード産業特化の求人サイト「クックビズ」を運営するクックビズ株式会社（本社：
大阪市北区、代表取締役社長CEO：藪ノ 賢次、以下「当社」）は、新型コロナウイルスの感
染拡大に伴う緊急事態宣言においての、飲食店の対応についてアンケートを行いましたので
お知らせいたします。 

2021年1月22日 
クックビズ株式会社 

Press Release 
報道関係者各位 

Q：緊急事態宣言に伴う時短営業について 
政府からの要請に従いますか 

はい 
77.4% 

いいえ 
2.1% 

時短ではなく休業 
9.6% 

検討中 
4.2% 

その他 
6.7% 

【お問い合わせ先】 
クックビズ株式会社　広報：中西 由美子 

TEL ： 090-3535-2559　E-MAIL：y-nakanishi@cookbiz.jp 

【調査結果の概要】 

•  全国の飲食店の77.4%が緊急事態宣言の要請に従う意向 

•  要請に従う飲食店の81.6%が「政府の要請日から」時短を実施 

•  要請に従う飲食店の1番の理由は「コロナの感染拡大を止めたい」 

Q：時短営業について 
「はい」と回答された方へ 
いつから実施しますか？ 

政府の要請日から 
81.6% 

要請日より前 
13.7% 

要請日より後 
2.6% 

検討中 
2.1% 



n  一部回答を紹介 
ü  現状を正確に把握していないまま措置、という印象。飲食店をわからない方々
が、理解しようとせずわからないまま取り組むと、とんちんかんな結果にな
るということがよくわかりました 
（東京都／日本料理店／6〜～10店舗） 
 

ü  なぜ20時以降がだめなのか。混み合う12〜～13時のランチタイムOKは理解でき
ない。昼間はコロナがでないのか 
（神奈川県／その他飲食店／6〜～10店舗） 
 

ü  店舗規模により不公平がある。準備期間があったにも関わらず何も準備してい
ない行政には呆れる。昨年度売り上げに基づいた協力金を支払うべき。 
それに時間がかかるのであればひとまず融資という形をとり、その後精算と
しても良いのでは（東京都／専門料理店／6〜～10店舗） 
 

ü  GOTO施策から時短営業は振り回される 
（京都府／日本料理店／2〜～5店舗） 
 

ü  飲食店をいじめないでほしい 
（愛知県／中華料理店／11〜～50店舗） 
 

ü  飲食店だけでなく、諸外国のように思い切って全て休業にすべきと考えている 
（大阪府／居酒屋／51〜～100店舗） 
 

ü  このご時世、時短営業は仕方がないと考えますが協力金については不満が大い
にあります。個人店に対しては過分な措置と判断しますが、複数店舗経営の企
業にとっては会社の内情に合わせた措置が必要と判断します 
（沖縄県／その他飲食店／11〜～50店舗） 
 

ü  少量の支援金を少しずつ出すより、それなりの支援金で全国的に一斉に人の動
きを止めるしかないと思います。もう1年も同じことの繰り返しで疲れます 
（北海道／日本料理店／1店舗） 
 

ü  店舗の規模や従業員数の規模により補償内容は変えるべき。今回はやっと事
業所ごとから店舗ごとに変わったのは良かったが、なぜ1年近く経過してまだ
その発想や各事業の影響度合いの調査が出来ていなかったのか理解できない 
（東京都／専門料理店／11〜～50店舗） 
 

ü  目的に対してのプロセスがあまりにその場しのぎで、国民のことよりも自分た
ちの体裁しか考えていないように見える 
（東京都／喫茶店、カフェ／51〜～100店舗） 
 

ü  小売店には前回のような休業要請も出ないが補償もない。また今回は飲食店
にターゲットを絞っているが、商業施設やデパートへは「不要不急」とみなさ
れず休業要請もない。とても矛盾しており、非常に憤りを感じる 
（神奈川県／その他の飲食店／2〜～5店舗） 

今回の政府の措置についての意見を、フリー回答で答えていただきました。 
補償に対して、20時までの時短営業について等たくさんの意見が出ましたので、一部抜粋
してご紹介いたします。 



はい 
77.4% 

感染拡大防止・ 
安全確保のため 

政府からの時短要請に従う理由は「コロナ感染拡大防止」、「客数減少」、
「支援金」が主な理由 

緊急事態宣言に伴う時短営業について、政府からの要請に従う、もしくは休業すると回答
した飲食店へその理由を聞いたところ、「コロナ収束が第一優先」「感染防止」「社会的
責任」という感染予防の観点、また「開けていてもお客様が来ない」という客数減少の観
点、「支援金があるから」といった収入補填の観点の3点の意見が多く聞かれました。 

Q：時短営業について 
「はい」もしくは「時短ではなく休業する」と回答された方へ 

その理由を教えてください（複数回答あり） 

客数減少のため 

支援金が出るため 

風評被害を考慮 

テナント側の要請 

52.3% 

22.8% 

13.2% 

7.1% 

4.6% 

時短ではなく休業 
9.6% 

n  一部回答を紹介 
ü  感染防止拡大の観点、営業しても収益が
見込めないから 
（岐阜県／日本料理店／1店舗） 

ü  感染防止のためもあるが、開店した時の
風評被害懸念もあるため 
（東京都／専門料理店／6〜～10店舗） 

ü  感染リスクを減らすことが重要 
（愛知県／カフェ／2〜～5店舗） 

ü  お客様と従業員の健康を守るため 
（大阪府／ラーメン店／11〜～50店舗） 

ü  要請に従った方が経済的利益があるため 
（大阪府／専門料理店／2〜～5店舗） 

ü  大人数相手の商売（宴会）のため、お店をあけていてもお客様が来ない 
（千葉県／日本料理店／1店舗） 

ü  企業としての社会的責任。会社のブランドイメージを守るため 
（東京都／カフェ／51〜～100店舗） 



国からの協力金やサポートが
不足している 

政府からの時短要請に従わない飲食店は2.1% 
「補償の不足」「国の説明では納得できない」が大きな理由 

緊急事態宣言に伴う時短営業について、政府からの要請に従わないと回答した飲食店へそ
の理由を聞いたところ、「国からの協力金やサポートの不足」「国の説明が不十分」が全
体の半数を占め、国の飲食店への向き合い方に対して不満を持っていることがわかりまし
た。 

Q：時短営業について 
「いいえ」と回答された方へ、その理由を教えてください（複数回答あり） 

国の説明では納得できない 

飲食店の時短や休業は感染
抑制に効果がないと思う 

営業時間短縮は逆に3密になる 

現状そこまで緊急性を感じない 

50.0% 

50.0% 

16.7% 

現状医療崩壊していると感じない 

16.7% 

16.7% 

16.7% 



北海道 

東北 

関東 

中部 

近畿 

中国四国 

九州 

n  会社概要 
当社が提供する人材サービスを通じ、多種多様な人材が飲食業界で活躍できる社会を創造し、私
たちのミッションである『食に関わるすべての人の成長を実現する』を目指します。 
［会社名］クックビズ株式会社 
［本社］大阪市北区芝田2-7-18 LUCID SQUARE UMEDA 8F 
［代表者］代表取締役社長CEO　藪ノ 賢次 
［求人サイト］https://cookbiz.jp/ 
［事業内容］飲食・フード産業に特化した人材紹介事業／求人広告事業／研修事業 等 

【お問い合わせ先】 
クックビズ株式会社　広報：中西 由美子 

TEL ： 090-3535-2559　E-MAIL：y-nakanishi@cookbiz.jp 

クックビズ株式会社 

「2021年1月_緊急事態宣言についてのアンケート」 
調査対象  ：  日本全国の飲食店舗責任者、もしくは人事責任者 
有効回答数  ：  240 
調査期間  ：  2021年1月13日〜～19日 
調査方法  ：  インターネット調査 
＜調査結果の注意点＞％を表示する際に小数点第2位で四捨五入しているため、単一回答
の場合は100％、複数回答の場合は合計値に一致しない場合があります 
 
回答飲食店の詳細 

【調査概要】 
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業態 


